
成人期知的障害者の加齢変化の特性に関する研究 :
質問紙を用いた調査による検討

言語: Japanese

出版者: 

公開日: 2009-04-07

キーワード (Ja): 

キーワード (En): 

作成者: 春日井, 宏彰, 菅野, 敦, 橋本, 創一, 桜井, 和典,

片瀬, 浩

メールアドレス: 

所属: 

メタデータ

http://hdl.handle.net/2309/1475URL



＊　東京学芸大学教育学研究科
＊＊　東京学芸大学（184-8501 小金井市貫井北町 4–1–1）
＊＊＊　社会福祉法人和枝福祉会

東京学芸大学紀要　総合教育科学系　57 pp．481～494，2006

－ 481－

１．問題と目的

近年，わが国は高齢化が進む傾向にあるが，一方で

様々な高齢者問題も現れてきている。高齢化傾向は，

知的障害者分野においても同様にみられている。

知的障害者施設の実態を調査している日本知的障害

者福祉協会（1989１）；2003２））によれば，施設を利用

する知的障害のある人の50歳以上の年齢比率は，1989

年が 8.8％であったのに対して，15年後の 2003年では

21.3％と 12.5ポイントの上昇を示し高齢層が著しく増

加していることがわかる。また，高齢知的障害者への

処遇に関して，「施設利用者の高齢化が問題になってい

る」と答えている施設が，全体の46.0％ある。しかし，

それに対して「高齢者に対して特別なプログラムを提

供している」と答えている施設は30.8％にとどまって

いる。しかも，その特別なプログラムの内容をみても，

定期健康診断などが中心とされており，高齢利用者の

活動を支援するプログラムが検討されていないことが

問題であると考える。

高齢者福祉の分野では，介護保険法が導入された

2000年４月から「介護予防・生活支援事業」（2003年

より「介護予防・地域支え合い事業」に改変）が開始

されており，転倒骨折予防教室や IADL訓練事業とい

った「介護予防教室」，機能向上を図る「高齢者筋力向

上トレーニング事業」，食事や余暇を支援する「生きが

い活動支援事業」，「生活管理指導事業」など様々な支

援プログラムやさらに諸問題への予防プログラムなど

がすでに実践されている。

その一方で，知的障害者の分野は，知的障害者福祉

法の内容からみても，高齢知的障害者に対しての特別

な方策が指摘されていることはなく，高齢者福祉に比

べて明らかに立ち遅れていることが明白といえる。唯

一，知的障害者分野において，国レベルで検討された

ものとして，2000年６月に厚生労働省の審議会である

「知的障害者の高齢化対応検討会」がまとめた報告書が

ある。この報告書は，地域生活支援，施設における高

齢化対応，高齢者施策の活用と連携の３部構成でまと

められており，それぞれに提言がなされている。しか

し，その報告書でも自ら示しているように「基本的な

方向を示すに留まった部分」が多く，より具体的な政

策提言がなされていない感がある。施設における高齢化

対応については，構造設備や職員配置に触れてはいるが，

支援については「個々の入所者にあった多様なプログラ

ムに基づき，柔軟に対応することが重要である」という

方針を示すにとどまっている。つまり，知的障害者の分

野においては，高齢化や老化予防に対する支援の方策に，

明確かつ具体的なものがないというのが現状である。

次に，高齢の年齢基準であるが，健常者の場合は，

一般的に65歳が基準になることが多い。しかし，知的

障害者の場合は，アメリカの研究者であるMatthew

P.Janickiによれば高齢化の下限を 55歳としている３）。

また，今村らは 60歳とした知見を示し４），三村らは，

40歳以降は重度ほど早期に老化現象が現れるとしてお

り５），東京都では，それをふまえ40歳以降を中心に施
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策を考える必要があるとしている６）。さらに，横浜市

知的障害者高齢化対応施策検討委員会では概ね45歳か

ら中高齢期としている７）。このように，知的障害者の

高齢の年齢基準を考える場合，さまざまな立場がある

が，おおよそ健常者よりも老化傾向が早くから進むこ

とが経験的にも調査結果からも指摘されていることか

ら，40～45歳といった中年・壮年齢層も含めている。

以上のことから概して，知的障害者の高齢化の問題

としては，高齢者層の急速な増加と健常者よりも早期

に老化傾向が出現するにもかかわらず，具体的な支援

の施策がなく，施設などの支援の現場においては，高

齢者支援プログラムや老化予防プログラムなどが確立

されていないことにある。さらに，高齢者支援の具体

的な支援プログラムを立案する前に，個々の老化を評

価するアセスメント法が求められると考える。

老化の諸現象を評価する方法として，老化を科学的

に扱う学問のひとつである老年医学においては，医療

的検査を指標とする評価方法が中心に用いられている

（古川ら，1976８）９））。しかし，こうした医療検査は，

主に医療機関で実施されるものが多く，知的障害者施

設の職員が臨床的支援のなかで援用することができな

いものである。

また，運動生理学においては，体力の低下を評価す

る運動機能検査を指標とする評価方法を用いている。

これは一般的な老化の指標とされ簡易的に用いられる

が，運動機能検査を知的障害者の老化指標として用い

た場合，知的機能レベルや動機づけなどに多大な影響

を受けやすく，適確な結果を求めることができない場

合がある。また，健常者の場合，通常は生涯発達のな

かで年齢に応じて大まかな標準値が示されていて，そ

こからの差異（幅）によって低下の度合い，つまり老

化との関連性で検討される。しかし，知的障害者は，

障害程度などから個人差が著しく大きく，また全般的

に低い値であるため，経年的な検査データの蓄積がない

場合は，低下したことの判別が困難であることが多い。

その他にも高齢者の老化を評価する方法として，長

谷川式簡易知能評価スケール 10）を始めとする，認知症

を評価する測定法や，身体活動能力を評価する測定法

として種田らが開発した生活体力測定法 11），また葛谷

らの運動・生理機能・外見の３項目から生物学的年齢

を評価する老化度測定法 12）や，尼子らの外見上・機能

上から老化を評価する尼子式老化度測定法 13）など，老

化を多面的に評価する方法もある。しかし，これらに

おいても知的障害者には，元々の知的能力や検査時の

パフォーマンス力からしてもそのまま適用できない。

このように，健常者においては，老年医学や運動生

理学などにおいて，老化現象の評価法は，多面的にも

確立されているが，知的障害者においては本邦におい

てはみあたらない。また，日常的に支援する者が簡易

的に使用できる評価方法もない。

そのようななかで，知的障害者用の老化徴候を評価

する方法として，桜井らが開発した「精神薄弱者用外

観的老化徴候測定法」がある 14）15）。これは，顔や身体

などのシワや白髪などの外見上の観察をするという，

特別な道具や技術を必要とせず，日々直接支援に携わ

る者でも簡便に使える評価法とされている。しかし，

知的障害者の老化を外観的な徴候という生物学的な指

標のみで評価するのは不十分であり，他に，先にあげ

た運動機能面や心理的側面から現れる行動変化，そし

て，老化や衰退によって起こる日常生活への影響につ

いて，知的障害者を対象にして検討する必要がある。

すなわち，知的障害者への日々の支援において，個々

の老化現象を多面的に把握する評価法が必要である。

また，日常的に支援する者が使用できる評価方法が適

用されていない要因の一つに，加齢に伴い変化する利用

者の行動，身体特徴などの諸現象を評価する明確かつ多

面的な観察視点が確立されていないことも考えられる。

そこで，本研究では，特別な道具や技術を必要とせ

ず，知的障害者を支援する者が簡易的に知的障害者の

老化徴候を評価し，老化のタイプを表すことができる

「知的障害者用老化徴候評価法」を開発する為の予備的

研究として，研究１で，発達心理学や障害児教育学，

障害福祉を中心とする分野で，知的障害者の成人期に

関する研究がどのようなテーマで検討されているのか

等，その近況について調査する。また，加齢に伴い変

化する知的障害者の諸能力をどのような指標，または，

領域や行動に視点をおき研究が行われているか調査す

る。研究２では，q，成人期の研究で検討されている

領域や調査の項目を参考に，知的障害者の加齢によっ

て現れる変化を明らかにする為の質問紙を作成する。

w，質問紙を成人期の知的障害者に調査することで，

知的障害者の加齢に伴い現れる変化の特徴を明らかに

し，さらに質問紙で用いた老化現象を評価する領域の

妥当性を検証する。

２．研究! 成人期知的障害者に関する研究の動向

２－１．目的

発達心理学や障害児者教育学，さらに社会福祉を中

心とする学問分野で行われている成人期の知的障害者

に関する研究を展望し，知的障害者の加齢変化は，どの

ような指標を用いて評価を行っているのかを調査する。
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２－２．方法

2000年４月から2005年３月までの５年間で刊行され

た日本発達障害学会と日本特殊教育学会の国内の学会

誌に掲載された研究論文，および両学会の研究大会に

おける研究発表とシンポジウムの中で，研究対象者が

およそ18歳以上の成人期である研究について動向を調

査した 16）17）18）19）。

２－３．結果：成人期知的障害者に関する研究の動向

日本発達障害学会，日本特殊教育学会の両学会を合

わせた５年間の発表総数は3687件で，内訳をライフス

テージ別の発表件数でみると，主に18歳未満の発達期

である乳幼児・学齢期の研究は 3242件（87.93％）あ

るものの，およそ 18歳以降の成人期では，445件

（12.07％），になりライフステージが上がると研究の件

数は減少傾向にあった。2000年から順にみていくと，

2000年の総発表数は655件で乳幼児・学齢期が573件，

成人期 82件（12.52％），2001年は 660件のうち乳幼

児・学齢期が580件，成人期80件（12.12％），2002年

は 693件のうち乳幼児・学齢期が 606件，成人期 87件

（12.55％），2003年は 766件のうち乳幼児・学齢期が

671件，成人期 95件（12.40％），2004年は 913件のう

ち乳幼児・学齢期が 812件，成人期 101件（11.06％）

であった。（Fig.１）（Table.１）

両学会とも，発表件数は年々増加傾向にあるが，成

人期以降の研究が占める割合は，例年12％前後と大き

く変わらず，多数の研究は，幼児期・学齢期が占めて

おり，成人期以降の研究が稀少であることがわかる。

次に，成人期の研究において，目的やキーワードを

参考にして研究領域に大別を行い，Fig.２にその割合

を示した。

大別は，ADL支援や作業支援・就労支援，余暇支援，

地域支援，支援計画，などを取り上げた「支援システ

ム」，認知や記憶，操作，識別，運動，コミュニケーシ

ョン，感覚などを取り上げた「障害心理」，強度行動障

害，行動療法などを取り上げた「行動障害」，高齢期支

援，高齢期QOL，高齢期調査，加齢変化などを取り上

げた「老化」，家族問題や性，健康，医療を取り上げた

「家庭・健康」，障害理解や本人活動など「その他」の

５つに分類することができた。各研究領域の件数は，

「支援システム」198件（44.49％），「障害心理」92件

（20.67％），「行動障害」は60件（13.48％），「老化」34

件（7.64％），「家庭・健康」24件（5.39％），「その他」

37件（8.31％）であった。このことから，成人期以降

の研究に限定しても，研究テーマとしての高齢期や老

化に関することを取り上げている研究は7.64％と少数

であることがわかった。

次に，「老化」領域における研究では具体的にどのよ

うなテーマで研究がおこなわれているのかを大別した。

結果，「QOL」８件（23 .53％），「加齢変化」８件

（23.53％），「生活状況などの調査」７件（20.59％），

「地域支援」３件（8.82％），「健康状況」３件（8.82％），

「早期老化」２件（5.88％），「その他」３件（8.82％）

に分類された（Fig.３）（Table.２）。
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Fig.１　ライフステージ別の研究件数の推移

Table.１　世代別の研究件数の推移

Fig.２　成人期知的障害者研究の領域

Fig.３　「老化」領域の研究テーマの内訳

Table.２　「老化」領域の研究テーマの内訳



また，「加齢変化」を研究テーマにあげているものに

ついて，具体的に何の変化について研究しているのか

を調査したところ，「自己制御機能」の変化，「職務遂

行能力」の変化，「適応行動」の変化，「痴呆」の識別

を目的とした知能・行動の変化，「骨状態」の変化，の

５件と，施設などへの調査をとおしての研究が４件あ

った。調査の項目は，「疾病」「運動」「外観」「記憶認

知」「ADL」「痴呆」「適応行動」「異常行動」「抑うつ」

「見当識」などの状態を調査していた。また，調査は，

各研究者などが独自に作成した質問紙を用いた調査が

行われており，標準化されている指標を用いて調査し

ていたのは，運動の「狩野運動能力検査」「GATB2」，

外観の「精神薄弱者用外観老化徴候測定法」，適応行動

の「ABS」であった。

２－４．考察

2000年４月から2005年３月の５年間において日本発

達障害学会と日本特殊教育学会で発表された知的障害

者の成人期に関する研究，さらに高齢期・老化に関す

る研究の動向を示してきた。これらからわかるように，

成人期の研究は，幼児期・学齢期に比べて少数で，さ

らに，施設において高齢化が急速に進んでいる現状に

あっても高齢期や老化に関する研究は少なく，その研

究数も例年変わらず，研究者の数も限られていること

がわかった。

また，高齢期・老化に関する研究に限ってみても，

その内容は，QOLや生活状況調査が多く，施設現場な

どで高齢利用者やこれから高齢を迎える利用者を処遇

する為の実践的な研究や老化の評価方法を開発，適用

している研究もなかった。

このように，現在，成人期知的障害者の研究におい

て，確立された加齢変化の評価方法はなく，各研究者

が独自の項目で調査を行っており，知的障害者の加齢に

関するキーワードを模索している段階にあると考える。

しかし，その少ない加齢研究の中でも，各研究者が

共通して着目しているキーワードが見受けられる。そ

れは「運動機能」や「記憶能力」，「ADL能力」，「活動

性」といった領域であった。また，成人期の加齢変化

を知るためには，加齢研究で着目されている領域に限

らず，成人期全般の研究で本人の能力や行動について

研究している領域も重要な要素になると考えられる。

具体的にそれらの領域は，「作業」「余暇」「コミュニケ

ーション」「感覚」「問題行動」などである。

以上，過去の成人期知的障害者研究から，加齢に伴

う変化の評価方法を検索することはできなかったが，

成人期の加齢を評価するにあたり，指標となりうる領

域を確認することができた。

そこで，研究2では，これらの領域を基に質問紙を

作成，調査することで，成人期の知的障害者の加齢変

化の特徴を明らかにし，さらに質問紙で用いた領域が

知的障害者の加齢変化を評価するにあたり妥当な領域

であるか検討することとする。

３．研究@ 成人期知的障害者の加齢に伴う諸機能の

変化に関する調査研究

３－１．目的

研究1の調査で明らかになった領域を参考に，成人

期知的障害者の加齢に伴う変化を調査する質問紙を作

成し，適用することで成人期の知的障害者の加齢に伴

い現れる変化の特徴について明らかにし，さらに，質

問紙の領域の妥当性を検証する。

３－２．質問紙の作成

始めに質問の領域だてを検討した。領域は，研究1

で明らかになった過去の加齢変化に関する調査などで

共通して取り上げている領域である「運動能力」「記憶

能力」「ADL能力」，また活動性などを評価する領域と

して「生活リズム」とした。さらに，成人期全般の研

究で対象者の能力や行動について研究している領域を

参考に，「作業能力」「コミュニケーション能力」「感覚

器官」「問題行動の出現」，さらに先行研究では取り上

げられていないが支援者の臨床的視点から「性格変化」

を加えた９領域を設定した。

次に各領域を構成する質問を検討した。質問内容は，

成人期知的障害者の実態調査や各種報告書，先行研究

で示されていた利用者の行動や，さらに健常者で用い

られる各種スケールを参考に作成した。

成人期知的障害者の報告書では，「高齢精神薄弱者の

日常生活援助技術」をはじめ知的障害者施設の指導員

や保護者を対象に，加齢に伴い現れてきた気になる行

動等のアンケート結果をまとめた報告書などを参考に

した 20）21）22）23）。また，ダウン症の早期老化や急激退行

を評価する尺度（菅野ら 24））や，ダウン症の認知症を

評価する尺度（小島ら 25））を参考に，加齢と共に現れ

るであろう現象をピックアップした。さらに，健常者

で用いられているスケールでは，認知症のスクリーニ

ングテスト（「柄澤式老人知能の臨床的判定基準」や

「N式老年者用精神状態尺度」，また「GBSスケール」26））

で用いられる評価尺度を参考にした。また，老人性の

気分障害の尺度として「DSM_4」の評価基準を参考

にした 27）。
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これらの先行研究や調査報告書，健常者が用いるス

ケールから導いた約 300のキーワードや動作・行動を

上記の９領域に分類し，観察が不可能な項目は削除し，

さらに支援者が対象者の行動観察から評価できるよう

に，日常の活動や動作に具現化して質問文章にした。

質問を作成する際の留意点として，知的障害者の場合，

知的機能レベルやその時々の動機づけなどに多大の影

響を受けることが考えられる為，既存の評価尺度にお

いても行動観察式のものを参考にし，なるべく知的機

能の制約や身体的機能の制約，動機づけに左右されな

いで観察できる動作・行動を探し出した。結果，９領

域（感覚器官，運動能力，作業能力，ADL能力，生活

リズム，コミュニケーション能力，記憶能力，性格変

化，問題行動の出現）から構成される85項目の質問紙

を作成した。（Fig.４）質問紙の調査は，支援者（評価

者）が臨床的支援現場で，対象者の日常の活動を観察

して過去からの変化を評価する形式とした。評価は，

「q．できる・できない問わずに変化なし」「w．過去

（数年前）に変化があった」「e．最近（数ヶ月前）変

化があった」３件法とした。
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３－３．調査対象者

対象者は，神奈川県内にある４つの知的障害者施設

（知的障害者入所更生施設２カ所，知的障害者通所授産

施設２カ所）に在籍するダウン症者 60名（18歳～ 55

歳，男 32名，女 28名），自閉症者 64名（19～ 44歳，

男47名，女17名），知的障害者201名（18～71歳，男

98名，女 103名）の合計 325名である。評価者は，対

象者をよく知りうる直接処遇する担当職員に依頼した。

また，過去からの変化を問うため，各担当職員が把握

できない項目は保護者や対象者の過去をよく知る者に

確認して評価するようにした。対象者のCA区分別の

人数をTable.３に表す。障害名は，いずれも更生相談

所による判定もしくは医療機関で診断されたものであ

る。また同時に身体障害を合併した者が含まれている。

対象者の障害種別の人数と平均CA（SD）をTable.４

に表す。対象者の平均年齢は，32.1歳（SD9.47）で，

東 京 学 芸 大 学 紀 要　総合教育科学系　第57集（2006）

－ 486－

Fig.４　加齢に伴う変化チェックリスト

Table.３　対象者のCA区分別人数（単位：人）



障害種別にみると，ダウン症は，30.5歳（SD7.79），自

閉症は，27 .9歳（SD6 .02），知的障害は，34 .0歳

（SD10.27）である。

３－４．調査期間

2004年10月～11月

３－５．結果

３－５－１．加齢に伴い変化が生じた者の割合（障害

種・性別・CA別）

全ての設問で「できる・できない問わず変化なし」

と評価された者を加齢に伴った変化がないとして「変

化なし」群，また１つ以上の設問に「過去に変化があ

った」若しくは「最近変化があった」と評価された者

を加齢に伴った変化があったとして，「変化あり」群と

した。その割合を，全体・性別・障害種別・CA別に

Table.５に表した。

全対象者では，「変化なし」群は，53.3％で平均年齢

は30.4歳であった。「変化あり」群は，46.5％で平均年

齢は 34.2歳であった。「変化なし」群が，「変化あり」

群より人数の割合が多く，平均年齢は低かった。

性別では，「変化なし」群は男性52.5％，女性54.7％，

「変化あり」群は男性47.5％，女性45.3％であった。変

化があった者の比率は女性が男性より多いが，x 2検定

を用いて検定した結果，有意差は認められなかった

（x 2（1, N = 325）= 0.155, n.s）。

障害種別では，「変化なし」群はダウン症48.3％，自

閉症59.4％，知的障害53.2％であり，「変化あり」群は

ダウン症51.7％，自閉症40.6％，知的障害46.8％であ

った。比率では，ダウン症，知的障害，自閉症の順で

加齢変化が高くおきていることがわかった。また，３

障害種のうち，ダウン症だけが，「変化あり」が「変化な

し」を上回っていたが，x 2検定を用いて検定した結果，

有意差は認められなかった（x 2（2, N = 325）= 1.537, n.s）。

CA別では，「変化なし」群は，20歳以下64.3％，20

歳代 62.7％，30歳代 50.4％，40歳代 31.4％，50歳代

42.9％，60歳以上40.0％であった。「変化あり」群は，

20歳以下35.7％，20歳代37.3％，30歳代49.6％，40歳

代 68.6％，50歳代 57.1％，60歳以上 60.0％であった。

最も「変化あり」の割合が多いのは 40歳代であった。

各年代の割合をみると，30歳代までは「変化なし」の

割合が多く，40歳代以降は逆転して「変化あり」の割

合が多くなってくることがわかる。また，「変化あり」

の割合をみると加齢とともに割合が増え40歳代でピー

クになる。x 2検定を用いて検定した結果，有意差は認

められ（x 2（5, N = 325）= 13.532, p<.05），残差分析をお

こなった結果，40歳代より，加齢による何かしらの変

化が顕著に表れることがわかった。無論，50歳代60歳

代の高齢層にも加齢変化が現れることが考えられるが，

本調査では高齢層の対象者が少なく，加齢に伴った結

果とはならなかった。

３－４－２．領域からみた加齢に伴う変化の特徴（障

害種・性別・CA別）

次に，領域別に全対象者 325名の変化があった対象

者の割合をTable.６に表す。

「運動」の領域で 22％の対象者が何かしらの変化が

現れている。次に「生活リズム」18％，「性格変化」

16％，「ADL」12％，「作業」「対人関係」10％，「感覚」

「記憶」「問題行動」８％の順であった。

「運動」「感覚」「作業」領域であげられている身体面

や「性格変化」「対人関係」「記憶」領域であげられる

精神面，「生活リズム」「ADL」「問題行動」領域であげ

られる行動面の全てにおいて変化があらわれてくるこ

とがわかった。また，知的障害者においても加齢に伴

い，「運動」能力の変化が顕著に表れてくることは，健

常者と比較しても驚くべき領域での変化ではないと思

われるが，平均CAが 32.1歳の対象者であるにもかか

わらず，２割以上の者に「運動」領域で変化が現れ，

また，どの領域においても変化を表した者が８％以上

いることは，知的障害者は，加齢に伴い，何かしらの

変化が起きる割合は多いように思われる。
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Table.４　対象者の障害種別の平均CA

Table.５　加齢変化のあった対象者の割合（単位：人）



Table.７に障害種別の領域別変化があった対象者の割

合を表す。ダウン症では，「運動」「性格変化」が25％

と一番高く，次に「ADL」「生活リズム」22％，「対人」

「問題行動」18％，「作業」17％，「感覚」13％，「記憶」

７％の順であった。自閉症は，「運動」22％，「性格変

化」16％，「生活リズム」13％，「ADL」8％，「対人」

６％，「問題行動」５％，「感覚」３％，「作業」２％，

「記憶」０％の順であった。知的障害は，「運動」20％，

「生活リズム」19％，「性格変化」13％，「作業」11％，

「ADL」「記憶」10％，「対人」９％，「感覚」７％，

「問題行動」６％の順であった。

どの障害群においても「運動」領域が最も高い割合

で加齢変化をおこしていることがわかった。また，「生

活リズム」「性格変化」の領域も３障害とも高い割合で

変化がおきていることがわかった。

各障害群にみていくと，ダウン症では，２割以上に

変化が現れている領域が４領域あり，「記憶」以外の領

域は，すべて１割以上に変化が現れている。また，他

の障害種に比べて「記憶」以外の領域は，ダウン症が

最も高い割合で加齢変化がおきている。さらに，ダウ

ン症は，「ADL」「性格変化」「問題行動」の領域におい

て他の障害種より変化の割合が高い。「ADL」領域をx 2

検定を用いて検定した結果，有意差は認められ（x 2

（2, N = 325）= 7.305, p<.05），残差分析をおこなった結果，

ダウン症は他の障害より「ADL」領域においても変化

が現れることがわかった。また，「問題行動」領域につ

いても x 2検定を用いて検定した結果，有意差は認めら

れ（x 2（2, N = 325）= 10.784, p<.01），残差分析をおこな

った結果，ダウン症は他の障害より「問題行動」領域

においても変化が現れることがわかった。

自閉症は，「運動」「生活リズム」「性格変化」の領域

で変化を表した者が多いが，それ以外の６領域は，１

割未満であり他の障害群と比べると加齢変化した者の

割合が少なく，変化をおこした領域も少なかった。特

に「作業」「記憶」の領域では変化のあった者が少なか

った。「作業」領域のx2検定を用いて検定した結果から，

有意差は認められ（x 2（2, N = 325）= 8.106, p<.05），残差

分析をおこなった結果，自閉症は他の障害種に比べ

「作業」領域において変化が現れないことがわかった。

また，「記憶」領域のx2検定を用いて検定した結果から，

有意差は認められ（x 2（2, N = 325）= 7.571, p<.05），残差

分析をおこなった結果，自閉症は「記憶」領域におい

ても変化が現れないことがわかった。

知的障害でも，「運動」「生活リズム」「性格変化」の

３領域で加齢変化を表した者の割合が多く，１割以上

加齢変化をおこした領域が６領域あった。また，各領

域を x 2検定を用いて検定した結果，「記憶」領域にお

いて有意差が認められ，残差分析をおこなった結果，

知的障害は他の障害より「記憶」領域において変化が

現れることがわかった。

Table.８に性別の領域別変化があった対象者の割合を

表す。男性では，「運動」21％，「生活リズム」19％，

「性格変化」15％，「ADL」12％，「感覚」「記憶」９％，

「対人」「問題行動」８％，「作業」６％の順であった。

女性は，「運動」22％，「生活リズム」「性格変化」

18％，「作業」15％，「対人」13％，「ADL」11％，「問

題行動」７％，「感覚」「記憶」６％の順であった。ま

た，性別においても「運動」「生活リズム」「性格変化」

領域の順で変化の割合が多かった。

男女間を各領域の割合からみると，唯一「作業」領

域において，男性６％であるのに対し女性15％と９％

の開きがあった。x 2検定を用いて検定した結果からも，

有意差は認められ（x 2（1, N = 325）= 6.611, p<.01），残差

分析をおこなった結果，女性が男性より「作業」領域

において加齢に伴い変化が現れることがわかった。
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Table.６　全対象者の領域別変化した者の割合

Table.７　障害種別のカテゴリー別変化した者の割合

Table.８　性別のカテゴリー別変化した者の割合



Table.９にCA別の領域別変化があった対象者の割合

を表す。20歳以下の群は，「運動」「性格変化」21％，

「生活リズム」14％，「感覚」「作業」「ADL」「記憶」

「問題行動」７％，「対人」０％の順であった。20歳代

は，「運動」19％，「生活リズム」11％，「ADL」10％，

「性格変化」９％，「対人」８％，「作業」「問題行動」

６％，「記憶」３％，「感覚」１％の順であった。30歳

代は，「運動」22％，「性格変化」20％，「生活リズム」

18％，「ADL」13％，「作業」「対人」11％，「問題行動」

10％，「感覚」「記憶」７％の順であった。40歳代は，

「生活リズム」40％，「運動」29％，「感覚」「記憶」

「性格変化」23％，「作業」20％，「対人」17％，「ADL」

11％，「問題行動」９％の順であった。50歳代では，

「感覚」「生活リズム」29％，「作業」21％，「運動」

「記憶」「閉格変化」「問題行動」14％，「ADL」「対人」

７％の順であった。60歳以降では，「運動」「生活リズ

ム」60％，「ADL」「対人」「性格変化」40％，「感覚」

「記憶」20％，「作業」「問題行動」０％の順であった。

30歳代までは，「運動」領域の加齢変化の割合が高

いが，40歳以降は，「生活リズム」領域の割合が高く

なってきている。また，どの領域も50歳代と60歳以降

の群が高い割合であったが，高年齢群の対象者数を勘

案すると，２割以上の者が加齢変化をおこした領域が

６領域ある40歳代が，何かしらの変化が顕著に現れる

年代だと考えられる。

また，領域を x 2検定を用いて検定した結果から，

「記憶」領域において有意差が認められ（x 2（5, N = 325）

= 17.471, p<.01），残差分析をおこなった結果，40歳代

で加齢変化が有意に現れることがわかった。

３－４－３．質問項目からみた加齢に伴う変化の特徴

（障害種・性別・CA別）

次に，各領域の項目からみた加齢変化の割合をみる。

Table. 10に５％以上の者に変化が現れた項目を表す。

５％以上の者に変化があった項目は，10項目あった。

「運動」領域の‘体格’の変化を問う項目が 15％で最

多であった。その他「運動」では，‘速度の変化’，「性

格」では，‘わがまま’・‘感情不安’，「ADL」では，

‘排泄の失敗’，「感覚」では，‘視力の低下’，「作業」

では，‘意欲の低下’，「生活リズム」では，寝付きや時

間の増減などの‘睡眠関係’，頻尿などの‘排泄関係’

において変化が現れた。

次に障害種別に５％以上に変化の現れた項目を

Table. 11に表す。ダウン症では，34項目に５％以上の

者の変化があった。最も多かったのは，「運動」の‘体

格’，「ADL」の‘排泄’，「性格」の‘固執’での変化を

問う項目であった。また，項目数では，「性格」「対人」

が６項目ずつと多く，精神面の変化が現れてくる者が多

かった。自閉症では，10項目で５％以上の者に変化があ

った。最も多かったのは，「運動」の‘体格’の変化を問

う項目であった。また，項目数では，「生活リズム」

「ADL」の項目が多く，行動・動作面で変化が現れてく

る者が多い。知的障害者では，８項目で５％以上の者に

変化があった。最も多かったのは，「運動」の‘体格’の

変化を問う項目であった。また，項目数では「運動」

「性格」「生活リズム」の項目がそれぞれ同じであった。

ダウン症は，34項目に５％以上の者に変化が現れて

おり，他の障害種よりも著しく加齢変化が多種類にわ

たっていることがわかった。

－ 489－

春日井，他：成人期知的障害者の加齢変化の特性に関する研究

Table. 10 ５％以上に変化が現れた項目

Table.９　CA別のカテゴリー別変化した者の割合



次に性別に５％以上に変化の現れた項目をTable. 12

に表す。男性では，14項目で５％以上の者に変化があ

った。最も多かったのは，「運動」の‘体格’の変化を

問う項目であった。また，項目数では，「生活リズム」

が６項目と多かった。女性では，15項目で５％以上の者

に変化があった。最も多かったのは，「運動」の‘体格’

での変化を問う項目であった。また，項目数では，「性格」

「作業」「運動」「ADL」の項目がそれぞれ均等であった。

性別では，５％以上の項目数に差はなかった。

次に C A別での５％以上に変化の現れた項目を

Table. 13に表す。20歳未満の群では，対象者が１名の

項目を外すと２項目で５％以上の者に変化があった。

20歳代では，３項目で５％以上の者に変化があった。

最も多かったのは，「運動」の‘体格’での変化を問う

項目であった。30歳代では，13項目で５％以上の者に

変化があった。最も多かったのは，「運動」の‘体格’

での変化を問う項目であった。40歳代では，36項目で

５％以上の者に変化があった。最も多かったのは，「運

動」の‘体格’での変化を問う項目であった。50歳代

では，32項目で５％以上の者に変化があった。最も多

かったのは，「感覚」の‘視力’と‘聴力’での変化を

問う項目であった。60歳以上では，対象者が１名の項

目を外すと４項目で40％以上の者に変化があった。多

かったのは，「運動」の‘平衡性’・‘敏捷性’・‘速度’

の変化を問う項目であった。

項目数では，40歳代の36項目が最も多かった。また，

項目の内容では，身体面である‘視力’に変化が現れ

てくる者が17％になり，さらに10％以上の者が，‘睡

眠’や‘排泄’などADL面，‘物忘れ’や‘性格’で

の‘固執性’・‘わがまま’など精神面で何らかの変化

が現れてきており，領域全般にわたり変化がおきてく

ることがわかった。
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Table. 11 障害種別の５％以上に変化が現れた項目

Table. 12 性別の５％以上に変化が現れた項目



３－５．考察

本研究で用いた質問紙の調査結果から，成人期知的

障害者の性別，障害種別，CA別の加齢変化の特徴を整

理する。

性別では，男女で加齢変化の現れる割合に差がなか

った。また，変化の内容では女性に「作業」領域で多

く変化が現れた者がいた。

障害種別では，ダウン症は，加齢変化の現れる割合

が最も高く，唯一，過半数以上の者に加齢変化がみら

れていた。また，「性格」「対人」領域に変化する者が

多く，精神面で変化が現れてくる傾向があることがわ

かった。知的障害は，ダウン症の次に加齢変化が現れ

る割合が多かった。しかし，加齢変化する領域には他

の障害種のように特徴は無かった。自閉症は，３障害

種のなかでは，最も加齢変化の割合が低かったが，そ

の中でも，「生活リズム」「ADL」領域などでの行動・

動作面で変化が現れてくる者が多い傾向があった。

次に，CA別では，40歳代になると加齢変化が現れ

てくる者が過半数を超えてきており，変化の領域も，

それまで若年期でみられていた「運動」領域から「生

活リズム」の領域において変化が現れてくるものが多

くなってきている。

これらの結果をふまえると，成人期知的障害者の場

合，加齢によりFig.５のような変化の移り変わりが考

えられる。20歳代，30歳代においては，寝つきの悪さ

や，失禁，わがままな性格変化などの一見老化現象と

捉えがちな変化（症状）が，現れる場合があるが，こ

れらは，ストレーター 28）によるところの老化現象の共

通する４つの法則（q．普遍性（Universality）老化は，

生あるものすべてに共通しておこる現象である。だか

らある一部のものにおこる遺伝性の偏奇や障害，また

ある状況のもとにのみおこるような疾病はこれには含

まれない。w．内在性（Intrinsicality）老化は，誕生や

成長や死と同じように個体に内在するものである。た

とえ普遍性に，かつ経年変化としておこっていても環

境の原因によるものは除外される。e．進行性

（Progressiveness）老化現象は突発性におこるよりは，

通常の課程（process）としてとらえられる。個体の老

化は，それを構成する細胞や種種の細胞間物質の経年

的変化が蓄積されて，全体として徐々に個体に顕現し

てくる過程である。r．有害性（Deleteriousness）老化

現象にみる最も特徴的なものとして機能の低下がある。

生体の機能は直線的に減少していくと言われるが，死

の確立は年齢と共に対数的に増加するという。老化に

伴う機能の低下は，特に予備能力の減退として現れ易

く，さらに疾病にかかり易い素地をつくり，有害性を

いよいよ増大させることになる。）の内在性にあるよう

に個々の変化を，加齢による変化なのか，または，思

春期・青年期における環境との不適応としての行動変

化なのかを充分に見極める必要があると思われる。

40歳代ごろになると，生活リズムに変化が生じてく

ることが多い。体力の減退から，疲れやすくなり動作

や活動が緩慢になってくることが考えられ，また，昼

間の居眠りが目立ち，睡眠時間のズレが生じてくるこ

となどの変化が出てくる傾向にある。

50歳代ごろには，感覚器官に変化が生じてくる傾向に
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ある。視力や聴力などの低下に注意を払う必要がある。

さらに60歳代ごろより，運動機能の低下が目立ち歩

行速度や敏捷性，平衡性など日常の生活のなかで必要

な動作に変化がでてくることが考えられ，食事や排泄

など以前はできていたADLに支障が生じ困難さが生ま

れてくることが考えられる。その次の変化としては，

性格変化，またコミュニケーションにおいて変化（問

題）が現れてくると考えられる。

４．総合考察

本研究で作成した質問紙を用いた結果，感覚・運

動・作業・ADL・生活リズム・対人・記憶・性格・問

題行動の全ての領域の質問で対象者に何かしらの変化

が現れており，さらに対象者が，平均年齢32.1歳と比

較的青年期・中年期に偏っていたにも関わらず，加齢

変化が全対象者の46.5％に現れていた。また，年齢層

によって加点者の多い領域や少ない領域など加齢に伴

い段階に応じて特徴的な差がでる結果が，健常者の場

合と相違している結果となった。このことから，本質

問紙で用いた調査領域や項目は，内容的に概ね妥当性

があると思われる。

これまでの知的障害者の老化研究は，知的障害を考

慮した老化の徴候を評価方法はなく，老化現象を探る

視点は各研究者により様々で，支援者が確かめられる

ベーシックな視点が確立されていなかった。また，支

援者が数年毎で変わってしまうような現状にある施設

現場においては，利用者の老化の諸症状を見過ごして

しまうのは当然なのかもしれない。

しかし，本研究で明らかになったように，成人期知

的障害者は，40歳代頃より加齢変化が顕著にあらわれ

る傾向にあるため，老化予防の視点からも少なくとも

30歳頃からは，支援者が老化の兆しに注意を払い，老

化予防の視点にたった処遇を提供しなければならない

と考える。

今後の課題として，本研究でもちいた質問紙の領域

や項目を基に，加点者がいなかった項目や認知症の症

状や老人性気分障害の症状など明らかに異常な老化現

象の進んでしまった行動を問う項目などの削除，各質

問項目が老年学などで加齢変化として立証されている

か確認するなどして，質問項目や領域を精査し，特別

な道具や検査技術を必要としない身近な支援者が簡易

的に使用できる成人期知的障害者のための老化徴候測

定法を開発することが必要と思われる。

また，老化徴候測定法には，行動観察で評価する変

化だけではなく，外観の変化など客観的な評価により

評価する領域も増やし，多面的に老化現象を測定する

必要があると思われる。
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要約

本研究は，成人期知的障害者の先行研究を参考に質

問紙を作成し，成人期知的障害者の加齢に伴い現れる

変化の特徴を明らかにした。

研究１では，予備的な調査研究として，発達心理学

や障害児者教育学，さらに社会福祉を中心とする学問

分野である日本発達障害学会と日本特殊教育学会にお

いて，過去５年間で刊行された学会誌に掲載された研

究論文などで，研究対象者がおよそ18歳以上の成人期

である研究についての動向を調査し，さらに知的障害

者の加齢変化は，どのような指標を用いて評価を行っ

ているのかを調査した。

研究２では，成人期の研究で検討されている領域や

調査の項目を参考に，知的障害者の加齢によって現れ

る変化を明らかにする為の質問紙を作成し，成人期の

知的障害者に調査することで，知的障害者の加齢に伴

い現れる変化の特徴を明らかにした。また，質問紙で

用いた老化現象を評価する領域の妥当性を検証した。

結果，研究１では，成人期の研究は，幼児期・学齢

期に比べて少数で，高齢期や老化に関する研究はさら

に少なく，その研究数も例年変わらず，研究者数も限

られていた。高齢期・老化に関する研究に限ってみて

も，その内容は，QOLや生活状況調査が多く，利用者

を処遇する為の実践的な研究や老化の評価方法を開発，

適用している研究もなかった。しかし，その少ない加

齢研究の中でも，各研究者が共通して「運動機能」や

「記憶能力」，「ADL能力」，「活動性」領域に着目して

いた。また，成人期全般の研究で本人の能力や行動に

ついて研究している領域も加齢変化の要素になると考

えられ，「作業」「余暇」「コミュニケーション」「感覚」

「問題行動」領域が重要であると思われた。知的障害者

の加齢に伴う変化の評価方法の先行研究はないが，成

人期の加齢を評価するにあたり指標となりうる領域を

確認することができた。

研究２では，９領域（感覚器官，運動能力，作業能

力，ADL能力，生活リズム，コミュニケーション能力，

記憶能力，性格変化，問題行動の出現）から構成され

る 85項目の質問紙を作成し，325名の成人期知的障害

者へ適用した。結果，性別では，男女で加齢変化の現

れる割合に差が無く，変化の内容では女性に「作業」

領域で多く変化が現れた者がいた。

障害種別では，ダウン症は，加齢変化の現れる割合

が最も高く，精神面で変化が現れてくる傾向があるこ

とがわかった。知的障害は，次に加齢変化が現れる割

合が多かったが，加齢変化する領域には特徴は無かっ

た。自閉症は，最も加齢変化の割合が低かったが，行

動・動作面で変化が現れてくる者が多い傾向があった。

CA別では，40歳代で加齢変化が現れてくる者が多

く，変化の領域も「生活リズム」において変化が現れ

てくるものが多くなることが明らかになった。また，

本質問紙で用いた調査領域や項目は概ね妥当性があっ

た。今後の課題として，本質問紙の領域や項目を基に，

特別な道具や検査技術を必要としない身近な支援者が

簡易的に使用できる成人期知的障害者のための老化徴

候測定法を開発することが必要と思われる。

－ 493－

春日井，他：成人期知的障害者の加齢変化の特性に関する研究



* Graduate student of Tokyo Gakugei University 
**  Tokyo Gakugei University (4-1-1 Nukui-kita-machi, Koganei-shi, Tokyo, 184-8501, Japan)
*** Kazue-Fukushikai(a corporation for social welfare) 

－ 494－
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The adult mentally-disabled person’s phenomena of aging were investigated. 

Research 1 There was a little quantity in comparison with the child’s research in the adult research. There was a little research

into aging in the adult research. How to evaluate mentally-disabled person’s aging was. But, the key word being

used in common was found. 

Research 2 A question was made referring to that key word. A question is a territory of 9 (Sense,Movement,Work,ADL daily

rhythm, communication, memory, character and ,Inappropriate behavior) 85 heads .Adults’ 325 mentally-disabled

person was checked. There is no difference with the man and woman. A change goes to the mind for Down

syndrome.A change appears at forty years old.A change answers a daily rhythm.

The item of the question was suitable.


